
 

公益通報者保護法制の最新動向と内部通報制度の見直しポイント 

 
第１部 内部通報制度の目的 

（１） 不祥事発覚の発端はほとんど内部告発 
企業不祥事に見る失敗のパターン、対応ミスによる損失の拡大  

（２） 内部告発の増加とその背景  
（３） 法令における「内部告発」の取扱い    （４）司法における内部告発の取扱い 

第２部 公益通報者保護法の趣旨と内容 
１ 公益通報者保護法の概要    ２ 公益通報者保護法の意義（その大きなインパクト） 
３ 内部通報制度の状況と法改正へ向けての議論と動向 
第３部 民間事業者向けガイドラインの趣旨と内容 
１ 内部通報制度の機能活性化推進に向けた動き 
２ 公益通報者保護法の改正に向けた議論状況 
３「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する  

民間事業者向けガイドライン」（平成２８年１２月９日）  
第４部 内部通報制度の制度設計上の諸問題 

コンプライアンス経営のための内部通報制度の構築と活用方法 
１ 内部通報制度の基本的考え方 
２ 内部通報制度を機能させるための工夫と着眼点 
  自浄を促し、有効に機能させるための設計上の留意点 

（１） 通報を義務にするか、権利にするか？   （２） 通報の対象を何にするか？ 
（３） 誰が通報者となるのか、その保護対象は？ 
（４） 受付部署＝通報窓口（ホットライン）をどこに設置すべきか？      

企業集団における内部通報制度の整備 
監査役から内部通報に関する情報開示を求められた場合の対応方法は？ 

（５） 対応担当者の独立性 （６） 実名(顕名)通報を原則とするか、匿名通報を原則とするか 
（７） 社内リニエンシーの考え方  不正関与者本人からの通報の取扱い 
（８） フィードバックのあり方   （９） ルール作り…透明性の高いルールの策定 
（１０）社内周知の徹底／社内研修の活用  

第５部 運営上の諸問題 
１ 利益相反問題 会社が窓口を設けている意義と位置づけの整理 

内部統制によるコンプライアンスの推進 
２ 調査方法  調査における匿名性確保      
３ コンプライアンス・プログラム全体の中の位置づけと体制整備 
４ 内部通報の受付時の心得から調査段階における留意点 

（１） 通報受領時の対応   （２） 調査・検討段階の諸問題    
（３） 内部通報が調査の端緒であることを周りに伏せる配慮 

５ 通報が虚偽・不当な場合の対応  ６ 調査後の対応 通報者へのフィードバック 
７ 調査後の是正措置     ８ 内部通報制度の検証 
９ 内部通報制度認証（自己適合宣言登録制度）等の意義と活用 
第６部 内部通報で問題となりやすい領域における具体的対応方法 
     調査困難なハラスメント事案における対応方法など 

（付録） 企業倫理ヘルプラインに関する規程（案） 
 

激増する内部告発への対応が急務  自浄作用の発揮を！  

内部通報制度を機能させる工夫と着眼点を分かりやすく学ぶ 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 【ＤＭ変更連絡】03-5215-3512 
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開催にあたって 

２０２０年 １月 ３１日（金） １０：００～１６：００ 

企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 
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税込・資料代含 

 
４１，８００円（本体価格 ３８，０００円） ４６，２００円（本体価格 ４２，０００円） 

＜講師＞青山学院大学大学院法務研究科（法科大学院）  教 授     
弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニック 弁護士  浜辺陽一郎 氏 

 
〔講師ご略歴〕青山学院大学法務研究科教授。１９８４年司法試験合格。１９８５年慶応義塾
大学法学部卒業。１９８７年弁護士登録。１９９５年米国ニューヨーク州弁護士登録。都内の
渉外法律事務所等を経て、現在、弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニックにおいて企業
法務を中心とした弁護士業務に携わる。主な著書に「現代国際ビジネス法」（日本加除出
版）、「図解でわかる新民法（債権法）」（清文社）、「図解 新会社法のしくみ(第３版)」「執行
役員制度－運用のための理論と実務（第五版）」「図解 コンプライアンス経営(第４版)」（東
洋経済新報社）など多数。＜受講者特典：当日、テキストとして、講師著「経営力アップのた
めの企業法務入門」（東洋経済新報社）を配付します＞ 


